
【表紙】 
  

  

  

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 中国財務局長 

【提出日】 平成18年12月20日 

【中間会計期間】 第49期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

【会社名】 ヤスハラケミカル株式会社 

【英訳名】 YASUHARA CHEMICAL CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  安原 禎二 

【本店の所在の場所】 広島県府中市高木町1080番地 

【電話番号】 ０８４７（４５）３５３０（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部長  唐川 宣幸 

【最寄りの連絡場所】 広島県府中市高木町1080番地 

【電話番号】 ０８４７（４５）３５３０（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部長  唐川 宣幸 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高は消費税等抜で表示しております。 

２ 平成17年４月１日付で、連結子会社のヒロダイン株式会社を吸収合併したことにより、連結子会社が存在しなくなった

ため、（中間）連結財務諸表を作成しておりません。したがって、第48期中より連結経営指標等については記載してお

りません。 

３ 第47期中より潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 4,825,740 － － 9,929,087 －

経常利益 （千円） 521,729 － － 1,099,045 －

中間(当期)純利益 （千円） 357,249 － － 685,542 －

純資産額 （千円） 13,489,740 － － 13,816,340 －

総資産額 （千円） 17,801,097 － － 17,917,980 －

１株当たり純資産額 （円） 1,267.00 － － 1,296.08 －

１株当たり中間（当期）
純利益 

（円） 33.55 － － 62.75 －

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 75.78 － － 77.11 －

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 970,715 － － 1,252,279 －

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △161,724 － － △383,935 －

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △485,037 － － △768,076 －

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

（千円） 2,403,310 － － 2,183,844 －

従業員数 （人） 288 － － 287 －



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高は消費税等抜で表示しております。 

２ 第47期中間会計期間及び第47期において、キャッシュ・フロー計算書は連結財務諸表として記載しております。 

３ 第47期中より潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４ 第47期１株当たり配当額には、合併による記念配当２円を含んでおります。 

５ 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第47期以前は連結財務諸表を作成していたため、また、第48期中以

降は関連会社がありませんので記載しておりません。 

 

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 4,371,922 5,002,928 5,479,935 9,023,746 10,716,902

経常利益 （千円） 492,418 558,560 475,290 1,017,118 1,145,702

中間（当期）純利益 （千円） 348,030 310,514 291,807 641,733 671,300

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,789,567 1,789,567 1,789,567 1,789,567 1,789,567

発行済株式総数 （株） 10,839,663 10,839,663 10,839,663 10,839,663 10,839,663

純資産額 （千円） 13,040,899 14,068,748 14,615,886 13,332,909 14,471,198

総資産額 （千円） 17,234,582 18,293,492 19,145,557 17,331,640 18,936,115

１株当たり純資産額 （円） 1,224.84 1,321.46 1,372.95 1,250.67 1,357.48

１株当たり中間（当期）
純利益 

（円） 32.69 29.17 27.41 58.64 61.20

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） 5.00 6.00 6.00 13.00 12.00

自己資本比率 （％） 75.67 76.91 76.34 76.93 76.42

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － 748,474 232,839 － 1,364,889

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － 64,994 △239,853 － △625,741

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － △115,283 △65,941 － △209,672

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

（千円） － 2,914,336 2,713,034 － 2,781,645

従業員数 （人） 267 292 303 269 290



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 303 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間における我が国経済は、原油価格の高騰に伴う原材料や物流コストの値上げが続き、また、先行き不透明な

米国経済など、一部では景気減速要因も見受けられますが、大企業を中心として好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大

や所得・雇用環境の改善に伴う個人消費の増加など、景気は回復基調を維持しております。 

 当社が関係しております粘着・接着・香料・ラミネート業界におきましては、前述しましたとおり原油価格の高騰により、

原材料及び物流コストは軒並み値上がりし、依然として厳しい状況が続いております。 

 このような状況下において、当社といたしましては、高付加価値製品の研究開発に努め、国内外での新市場の開拓並びに積

極的な販売活動を行ってまいりました。また、平成18年10月にはファインケミカルを中心とした生産拠点として福山工場を稼

動させ、更なる生産コストの低減、品質保証体制の維持・強化をはかり、内外の競争の激化に対処しうる企業体質の強化に取

り組んでまいります。 

 以上の結果、当中間会計期間の業績は、売上高が5,479百万円（前年同期比9.5％増）となり、経常利益は475百万円（同

14.9％減）、中間純利益は291百万円（同6.0％減）となりました。 

  

 事業の部門別の業績は次のとおりであります。 

  

・粘着・接着用樹脂部門 

 ポリオレフィンフィルム改質向けマスターバッチの輸出は低調に推移いたしましたが、ホットメルト接着剤用変性テルペン

樹脂及び絶縁テープ用テルペン樹脂がそれぞれ輸出を中心として好調に推移いたしました。その結果、当部門の売上高は、

2,078百万円（前年同期比7.9%増）となりました。 

  

・化成品部門 

 電子材料関係の溶剤は新規顧客の獲得などから国内外ともに大幅に増加し、また、合成香料向け原料は活発な市場に支えら

れ順調に伸展いたしました。その結果、当部門の売上高は、1,341百万円（前年同期比21.4%増）となりました。 

  

・ホットメルト接着剤部門 

 主力製品であります押し出しコーティング用ホットメルトは輸出を中心として好調に推移するとともに、生活用品用途の

ホットメルトは大幅に増加いたしました。その結果、当部門の売上高は、1,106百万円（前年同期比12.5%増）となりました。 

  

・ラミネート品部門 

 主力製品であります「ヒロタックⅡ」は、国内の製本向け光沢加工紙用は堅調に推移いたしましたが、価格競争の激化によ

り輸出は低迷いたしました。その結果、当部門の売上高は、661百万円（前年同期比5.7%減）となりました。 

  

・その他部門 

 水処理装置等の販売増加により、当部門の売上高は、291百万円（前年同期比2.1%増）となりました。 

  

（注） 記載金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 



(2)キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純利益が473百万円（前年同期比

16.0%減）となり、また、有形固定資産の取得による支出及び法人税等の支払等の支出があり、前中間会計期間末に比べ資金が

201百万円減少の2,713百万円（前年同期比6.9%減）となりました。 

 なお、前中間会計期間は子会社ヒロダイン株式会社を吸収合併したことにより、資金の受入が211百万円ありました。 

 当中間会計期間における、キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は232百万円（前年同期比68.9%減）となりました。 

 これは主に、税引前中間純利益473百万円及び減価償却費250百万円の計上がありましたが、法人税等の支払額313百万円（前

年同期は249百万円）、売上債権の増加186百万円（前年同期は91百万円の減少）等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は239百万円（前年同期は64百万円の収入）となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得による支出219百万円（前年同期は158百万円）等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は65百万円（前年同期比42.8%減）となりました。 

 これは主に、配当金の支払による支出63百万円（前年同期は85百万円）等によるものであります。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)商品仕入実績 

 当中間会計期間における商品仕入実績は266,341千円ありましたが、仕入品目が多岐にわたり、事業部門別に分類することが

困難であるため記載を省略しております。 

 なお、金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社は主として見込生産によっているため、該当事項はありません。 

  

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

なお、（ ）内は総販売実績に対する輸出販売高の割合であります。 

 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

粘着・接着用樹脂部門 2,213,467 107.4 

化成品部門 1,385,327 121.8 

ホットメルト接着剤部門 1,426,723 112.8 

ラミネート品部門 690,879 97.5 

合計 5,716,396 110.5 

事業部門別 金額(千円) 前年同期比(％) 

粘着・接着用樹脂部門 2,078,180 107.9 

化成品部門 1,341,668 121.4 

ホットメルト接着剤部門 1,106,798 112.5 

ラミネート品部門 661,593 94.3 

その他部門 291,695 102.1 

合計 5,479,935 109.5 

  
輸出先 

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  東南アジア 650,383 71.3 665,266 63.2 

  欧州 183,435 20.1 216,063 20.5 

  北米 47,075 5.2 139,781 13.3 

  その他 30,914 3.4 31,094 3.0 

  合計 
911,808
（18.2％）

100.0
1,052,205 
（19.2％）

100.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間における研究活動といたしましては、新規市場開拓、環境関連分野の材料開発、既存製品のシェア確保のため

の技術支援に注力してまいりました。特に電子・光材料分野を成長分野ととらえ、既存レジスト材料の企業化、新規レジスト材

料の開発、光硬化型コーティング剤及び特殊接着剤用の材料開発を進めております。 

 これらの研究開発に要した費用は、185百万円となっており、その概要は以下のとおりであります。 

  

・粘着・接着用樹脂部門 

(1)粘着付与樹脂の新規用途として、液晶導光板、光学レンズに使用される光学用ポリマー向け改質剤として高度精製テルペン

樹脂の展開を進めております。 

(2)ＵＶ硬化型粘・接着剤用の改質剤として、ＵＶ硬化阻害が無く、また耐熱性、耐候性に優れるという特徴を生かし高度精製

テルペン樹脂を応用しております。並行してＵＶ硬化に関する評価方法、物性測定などの周辺技術の蓄積を行っておりま

す。 

なお、当事業に要した費用は54百万円であります。 

  

・化成品部門 

(1)レジスト材料の企業化に向け、スケールアップの実施、品質管理体制の確立等を推進しております。 

(2)電子・光学分野で、低硬化収縮率、低吸収率のコーティング剤、特殊接着剤の需要が高まる中で、テルペンをスタート原料

としたテルペン系アクリルモノマーの合成検討と評価技術の確立を行っております。 

(3)テルペン高沸部から有効成分の分離・精製を行い、新規香料成分や生理活性物質などの新規市場の探索を行っております。

なお、当事業に要した費用は75百万円であります。 

  

・ホットメルト接着剤部門 

(1)各種ホットメルト接着剤の生産合理化の研究につきましては、包装用ホットメルト接着剤の生産性を向上させる開発を進め

ており、現在、生産機械の改造を行うため周辺技術の検討を行っております。 

(2)耐熱性を向上させるホットメルト接着剤につきましては、現在、家電製品用途に高耐熱性等高機能性をもつ接着剤を開発中

であります。 

なお、当事業に要した費用は47百万円であります。 

  

・ラミネート品部門 

 印刷面にフィルムをラミネートして光沢を付与する事業につきましては、そのヒートシール接着強度を改良する研究をも

とに、実際の生産で安定した品質を得ることができるようになりました。 

 なお、当事業に要した費用は8百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 22,000,000 

計 22,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名
又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 10,839,663 10,839,663
東京証券取引所
市場第二部 

完全議決権株式で
あり、権利内容に
何ら限定のない当
社における標準と
なる株式 

計 10,839,663 10,839,663 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

－ 10,839,663 － 1,789,567 － 1,728,997



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株含まれております。また、「議決権の数」欄

には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。 

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ワイエス興産有限会社 広島県府中市高木町424－５ 1,237 11.41 

安原 禎二 広島県府中市 1,191 10.99 

株式会社中国銀行 岡山県岡山市丸の内１丁目15－20 531 4.90 

槇本 通 広島県府中市 504 4.65 

沖津 妙子 広島県福山市 471 4.35 

ヤスハラケミカル 
取引先持株会 

広島県府中市高木町1080 429 3.96 

有限会社宗江 広島県府中市府川町260－９ 373 3.45 

有限会社マキ 広島県府中市目崎町70－１ 373 3.45 

ヤスハラケミカル 
従業員持株会 

広島県府中市高木町1080 352 3.26 

敷田 憲治 広島県福山市 348 3.21 

計 － 5,812 53.63 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  194,000 －

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,630,700 106,307 同上 

単元未満株式 普通株式  14,963 － 同上 

発行済株式総数 10,839,663 － － 

総株主の議決権 － 106,307 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ヤスハラケミカル
株式会社 

広島県府中市高木
町1080番地 

194,000 － 194,000 1.79 

計 － 194,000 － 194,000 1.79 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,074 1,029 1,012 1,000 990 990 

最低（円） 1,005 975 945 952 965 957 



第５【経理の状況】 
  

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   2,778,712  2,276,900 2,646,039  

２ 受取手形 ※４ 1,018,318  885,404 924,815  

３ 売掛金   2,047,672  2,677,473 2,451,476  

４ 有価証券   1,131,900  1,411,138 1,110,575  

５ たな卸資産   3,990,918  3,966,721 4,001,284  

６ その他   174,463  181,622 121,781  

７ 貸倒引当金   △3,062  △3,559 △3,376  

流動資産合計    11,138,924 60.9 11,395,702 59.5  11,252,596 59.4

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１     

(1）建物 ※２ 993,826  936,765 956,173  

(2）機械及び装置 ※２ 1,027,362  935,391 983,919  

(3）土地 ※２ 3,290,037  3,745,037 3,745,037  

(4）その他 ※２ 859,502  1,117,935 910,889  

計   6,170,729  6,735,130 6,596,020  

２ 無形固定資産   43,174  50,462 50,691  

３ 投資その他の資産       

(1）投資有価証券   812,611  898,009 988,388  

(2）その他   147,288  80,068 61,275  

(3）貸倒引当金   △19,235  △13,816 △12,857  

計   940,664  964,261 1,036,807  

固定資産合計    7,154,567 39.1 7,749,854 40.5  7,683,519 40.6

資産合計    18,293,492 100.0 19,145,557 100.0  18,936,115 100.0

        



 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   799,372  943,302 917,166  

２ 短期借入金   2,059,320  2,063,860 2,056,820  

３ 未払法人税等   271,196  180,433 319,110  

４ 賞与引当金   145,554  151,669 142,573  

５ その他 ※３ 497,254  753,597 531,061  

流動負債合計    3,772,697 20.6 4,092,862 21.4  3,966,730 21.0

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金   53,860  17,500 26,700  

２ 退職給付引当金   183,692  181,674 177,244  

３ 役員退職慰労引当
金 

  204,066  208,737 221,388  

４ その他   10,427  28,896 72,854  

固定負債合計    452,046 2.5 436,808 2.3  498,186 2.6

負債合計    4,224,744 23.1 4,529,670 23.7  4,464,917 23.6

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,789,567 9.8 － －  1,789,567 9.5

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   1,728,997  － 1,728,997  

２ その他資本剰余金       

  自己株式処分差益   2  － 2  

資本剰余金合計    1,729,000 9.4 － －  1,729,000 9.1

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   138,000  － 138,000  

２ 任意積立金   9,518,635  － 9,518,635  

３ 中間(当期)未処分
利益 

  804,212  － 1,101,120  

利益剰余金合計    10,460,847 57.2 － －  10,757,756 56.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   224,681 1.2 － －  330,903 1.7

Ⅴ 自己株式    △135,348 △0.7 － －  △136,028 △0.7

資本合計    14,068,748 76.9 － －  14,471,198 76.4

負債及び資本合計    18,293,492 100.0 － －  18,936,115 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 1,789,567 9.3  － －

２ 資本剰余金       

(1）資本準備金   －  1,728,997 －  

(2)その他資本剰余
金 

  －  2 －  

資本剰余金合計    － － 1,729,000 9.0  － －

３ 利益剰余金       

(1）利益準備金   －  138,000 －  

(2）その他利益剰余
金 

      

特別償却準備金   －  28,790 －  

別途積立金   －  10,497,000 －  

繰越利益剰余金   －  302,099 －  

利益剰余金合計    － － 10,965,889 57.3  － －

４ 自己株式    － － △136,148 △0.7  － －

株主資本合計    － － 14,348,308 74.9  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 267,577 1.4  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 267,577 1.4  － －

純資産合計    － － 14,615,886 76.3  － －

負債及び純資産合計    － － 19,145,557 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    5,002,928 100.0 5,479,935 100.0  10,716,902 100.0

Ⅱ 売上原価    3,538,821 70.7 3,968,597 72.4  7,634,085 71.2

売上総利益    1,464,107 29.3 1,511,338 27.6  3,082,816 28.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   956,227 19.1 1,063,595 19.4  2,043,526 19.1

営業利益    507,879 10.2 447,742 8.2  1,039,290 9.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  64,202 1.3 40,563 0.7  133,442 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  13,521 0.3 13,015 0.2  27,030 0.2

経常利益    558,560 11.2 475,290 8.7  1,145,702 10.7

Ⅵ 特別利益 ※３  5,985 0.1 － －  6,289 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  597 0.0 1,460 0.1  18,973 0.2

税引前中間(当期)
純利益 

   563,948 11.3 473,829 8.6  1,133,018 10.6

法人税、住民税及
び事業税 

  264,318  174,914 489,885  

法人税等調整額   △10,885 253,433 5.1 7,106 182,021 3.3 △28,168 461,717 4.3

中間(当期)純利益    310,514 6.2 291,807 5.3  671,300 6.3

前期繰越利益    13,212 －  13,212 

中間配当額    － －  63,878 

合併による未処分
利益の受入 

   480,485 －  480,485 

中間(当期)未処分
利益 

   804,212 －  1,101,120 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 特別償却準

備金 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 
残高   （千円） 

1,789,567 1,728,997 2 1,729,000 138,000 41,635 9,477,000 1,101,120 10,757,756 △136,028 14,140,295 

中間会計期間中の変
動額 

           

特別償却準備金の
取崩し（注） 

     △12,844  12,844 －  － 

別途積立金の積立
て（注） 

      1,020,000 △1,020,000 －  － 

剰余金の配当
（注） 

       △63,874 △63,874  △63,874 

役員賞与（注）        △19,800 △19,800  △19,800 

中間純利益        291,807 291,807  291,807 

自己株式の取得          △119 △119 

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額（純
額） 

           

中間会計期間中の変
動額合計 （千円） 

－ － － － － △12,844 1,020,000 △799,021 208,133 △119 208,013 

平成18年９月30日 
残高   （千円） 

1,789,567 1,728,997 2 1,729,000 138,000 28,790 10,497,000 302,099 10,965,889 △136,148 14,348,308 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額合計 

平成18年３月31日 
残高   （千円） 

330,903 330,903 14,471,198 

中間会計期間中の変
動額 

    

特別償却準備金の
取崩し（注） 

  － 

別途積立金の積立
て（注） 

  － 

剰余金の配当
（注） 

  △63,874 

役員賞与（注）   △19,800 

中間純利益   291,807 

自己株式の取得   △119 

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額（純
額） 

△63,325 △63,325 △63,325 

中間会計期間中の変
動額合計 （千円） 

△63,325 △63,325 144,688 

平成18年９月30日 
残高   （千円） 

267,577 267,577 14,615,886 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  563,948 473,829 1,133,018 

減価償却費   252,401 250,249 552,718 

貸倒引当金の増加額
又は減少額（△） 

  △7,827 1,142 △13,892 

退職給付引当金の増
加額又は減少額
（△） 

  2,249 4,430 △4,198 

役員退職慰労引当金
の増加額又は減少額
（△） 

  17,321 △12,650 34,643 

賞与引当金の増加額   3,276 9,096 295 

受取利息及び受取配
当金 

  △6,667 △17,383 △13,237 

支払利息   5,291 5,448 9,997 

有価証券売却益   △4,772 － △7,677 

為替差益   △32,306 △4,344 △68,326 

売上債権の増加額
（△）又は減少額 

  91,893 △186,587 △218,406 

たな卸資産の増加額
（△）又は減少額 

  △8,076 34,563 △18,442 

保険積立金の増加額
（△）又は減少額 

  △8,335 3,342 65,355 

仕入債務の増加額   2,082 26,136 119,876 

その他   143,488 △33,652 234,877 

役員賞与の支払額   △17,400 △19,800 △17,400 

小計   996,567 533,819 1,789,200 

利息及び配当金の受
取額 

  6,713 18,019 13,293 

利息の支払額   △4,917 △5,407 △10,061 

法人税等の支払額   △249,889 △313,591 △427,542 

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  748,474 232,839 1,364,889 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の純増加額
（△）又は純減少額 

  199,913 △30 199,851 

有価証券の取得によ
る支出 

  △10,964 △10,969 △100,279 

有価証券の売却によ
る収入 

  40,964 10,964 151,259 

有形固定資産の取得 
による支出 

  △158,162 △219,028 △854,873 

無形固定資産の取得 
による支出 

  △5,000 △8,517 △20,674 

投資有価証券の取得 
による支出 

  △1,757 △21,259 △3,311 

投資有価証券の売却
による収入 

  － 5,387 2,190 

貸付金の回収による
収入 

  － 3,600 － 

その他   － － 95 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  64,994 △239,853 △625,741 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

長期借入金の借入 
による収入 

  － 30,000 － 

長期借入金の返済 
による支出 

  △29,660 △32,160 △59,320 

自己株式の純増加額   △281 △119 △961 

配当金の支払額   △85,342 △63,661 △149,391 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △115,283 △65,941 △209,672 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  32,306 4,344 68,326 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額又は減少額
（△） 

  730,491 △68,611 597,801 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,971,876 2,781,645 1,971,876 

Ⅶ 合併による現金及び現
金同等物の受入高 

  211,968 － 211,968 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 2,914,336 2,713,034 2,781,645 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

  

(1）有価証券 

  

(1)有価証券 

  

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2)   ───── (2)デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

(2)デリバティブ 

同左 

  (3)たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛

品 

月次総平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

(3)たな卸資産 

同左 

(3)たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を

除く)については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      31年、38年 

機械及び装置   ７～９年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づいており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸

倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充て

るため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定率法により、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

 また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により費用処理して

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定率法により、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

 また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により費用処理して

おります。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４ 重要な外貨資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

現金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基本

となる重要な事項 

(1）税金計算上の諸準備金の取扱

い 

 中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる特別償却準備金の取崩しを

前提として、当中間会計期間に

係る金額を計算しております。 

───── ───── 

  (2）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(2）消費税等の会計処理 

同左 

(2）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお、これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は14,615,886千円であります。 

 当中間会計期間における中間貸借対照表の

純資産の部については、中間財務諸表等規則

の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益は、それぞれ8,800千円減少して

おります。 

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

11,421,249千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

11,575,705千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

11,359,896千円 

※２ 担保提供資産及び対応債務 ※２ 担保提供資産及び対応債務 ※２ 担保提供資産及び対応債務 
  

担保提供資産  

建物 173,311千円

機械及び装置 363,673千円

土地 929,653千円

その他 211,133千円

計 1,677,771千円

上記のうち、工場財団設定分 

建物 173,311千円

機械及び装置 363,673千円

土地 929,653千円

その他 211,133千円

計 1,677,771千円

上記の担保提供資産に対応する債務 

  －千円

このうちの工場財団抵当による対応債
務の内訳 

  －千円

  
担保提供資産  

建物 160,180千円

機械及び装置 318,989千円

土地 929,653千円

その他 185,933千円

計 1,594,756千円

上記のうち、工場財団設定分 

建物 160,180千円

機械及び装置 318,989千円

土地 929,653千円

その他 185,933千円

計 1,594,756千円

上記の担保提供資産に対応する債務 

  －千円

このうちの工場財団抵当による対応債
務の内訳 

  －千円   

担保提供資産  

建物 166,420千円

機械及び装置 331,910千円

土地 929,653千円

その他 197,594千円

計 1,625,578千円

上記のうち、工場財団設定分 

建物 166,420千円

機械及び装置 331,910千円

土地 929,653千円

その他 197,594千円

計 1,625,578千円

上記の担保提供資産に対応する債務 

  －千円

このうちの工場財団抵当による対応債
務の内訳 

  －千円

※３ 消費税等の処理方法 

 仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の

うえ流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

※３ 消費税等の処理方法 

同左 

※３     ───── 

※４     ───── ※４ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含まれてお

ります。 

  受取手形    83,625千円 

※４     ───── 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加124株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

配当に関する事項 

配当金支払額 

  

基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 
  

受取利息 640千円

受取配当金 6,026千円

補助金収入 8,687千円

為替差益 32,306千円

  

  

受取利息 3,429千円

受取配当金 13,953千円

為替差益 4,344千円

受取利息 3,194千円

受取配当金 10,042千円

補助金収入 10,389千円

為替差益 73,030千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 
  

支払利息 5,291千円
  

支払利息 5,448千円 支払利息 9,997千円

※３ 特別利益の主要項目 ※３     ───── ※３ 特別利益の主要項目 
  

貸倒引当金戻入益 5,685千円
  

   貸倒引当金戻入益 5,371千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 
  

固定資産処分損 597千円
  

固定資産処分損 1,460千円 固定資産処分損 18,973千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 241,516千円

無形固定資産 7,848千円

  
有形固定資産 238,626千円

無形固定資産 8,746千円

有形固定資産 529,908千円

無形固定資産 16,005千円

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 10,839,663 － － 10,839,663 

合計 10,839,663 － － 10,839,663 

自己株式 

普通株式 193,938 124 － 194,062 

合計 193,938 124 － 194,062 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月20日 
定時株主総会 

普通株式 63,874 6.00 平成18年３月31日 平成18年６月20日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月27日 
取締役会 

普通株式 63,873 利益剰余金 6.00 平成18年９月30日 平成18年12月１日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日） （平成18年９月30日） （平成18年３月31日） 
  
現金及び預金勘定 2,778,712千円

有価証券勘定 1,131,900千円

計 3,910,613千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△874,627千円

債券及びリスクを伴う投
資信託 

△121,649千円

現金及び現金同等物 2,914,336千円

  
現金及び預金勘定 2,276,900千円

有価証券勘定 1,411,138千円

計 3,688,038千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△874,719千円

債券及びリスクを伴う投
資信託 

△100,284千円

現金及び現金同等物 2,713,034千円

現金及び預金勘定 2,646,039千円

有価証券勘定 1,110,575千円

計 3,756,614千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△874,689千円

債券及びリスクを伴う投
資信託 

△100,279千円

現金及び現金同等物 2,781,645千円



（有価証券関係） 

  

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価は減損処理後の帳簿価額であり、当中間会計期間においては該当する銘柄が無いため減損処理は行っておりませ

ん。 

なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には定量的な回復可能性の判断を行い、必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 413,316 786,614 373,298 

(2)債券 

社債 19,760 23,445 3,684 

(3)その他 － － － 

合計 433,076 810,059 376,982 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券 

非上場株式 7,972 

割引商工債券 100,229 

フリーファイナンシャルファンド 768,051 

マネーマネジメントファンド 242,198 

投資事業組合出資金 15,999 



当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価は減損処理後の帳簿価額であり、当中間会計期間においては該当する銘柄が無いため減損処理は行っておりませ

ん。 

なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には定量的な回復可能性の判断を行い、必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 416,540 865,241 448,700 

(2)債券 

社債 － － － 

(3)その他 19,588 19,844 255 

合計 436,129 885,085 448,956 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券 

非上場株式 7,972 

割引金融債 100,284 

フリーファイナンシャルファンド 1,068,477 

マネーマネジメントファンド 242,376 

投資事業組合出資金 4,951 



前事業年度末（平成18年３月31日） 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 取得原価は減損処理後の帳簿価額であり、当事業年度においては該当する銘柄が無いため減損処理は行っておりません。 

なお、減損処理にあたっては、事業年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には定量的な回復可能性の判断を行い、必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 当中間会計期間末におけるデリバティブ取引等の契約はありません。 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

前事業年度末（平成18年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 414,869 970,076 555,206 

(2)債券 

社債 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 414,869 970,076 555,206 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券 

非上場株式 7,972 

割引金融債 100,279 

フリーファイナンシャルファンド 768,069 

マネーマネジメントファンド 242,225 

投資事業組合出資金 10,339 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 117,852 113,091 △4,760 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 357,837 353,133 △4,704 



（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度においては、関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 1,321.46円

１株当たり中間純利益 29.17円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

－円

  

１株当たり純資産額 1,372.95円

１株当たり中間純利益 27.41円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

－円

１株当たり純資産額 1,357.48円

１株当たり当期純利益 61.20円

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

－円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（千円） 310,514 291,807 671,300 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 19,800 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （19,800） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

310,514 291,807 651,500 

普通株式の期中平均株式数（株） 10,646,465 10,645,661 10,646,233 



(2）【その他】 

 第49期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年10月27日開催の取締役会におい

て、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額       63,873千円 

② １株当たりの金額            6円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成18年12月１日 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第48期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月21日中国財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成17年12月８日 

ヤスハラケミカル株式会社       

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 笠原 壽太郎 印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 世良 敏昭  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヤ

スハラケミカル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ヤスハラケミカル株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成18年12月12日 

ヤスハラケミカル株式会社       

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 世良 敏昭  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 家元 清文  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヤ

スハラケミカル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主

資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ヤスハラケミカル株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準及び役員賞与に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を

適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/36
	pageform2: 2/36
	form1: EDINET提出書類  2006/12/20 提出
	form2: ヤスハラケミカル株式会社(269050)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/36
	pageform4: 4/36
	pageform5: 5/36
	pageform6: 6/36
	pageform7: 7/36
	pageform8: 8/36
	pageform9: 9/36
	pageform10: 10/36
	pageform11: 11/36
	pageform12: 12/36
	pageform13: 13/36
	pageform14: 14/36
	pageform15: 15/36
	pageform16: 16/36
	pageform17: 17/36
	pageform18: 18/36
	pageform19: 19/36
	pageform20: 20/36
	pageform21: 21/36
	pageform22: 22/36
	pageform23: 23/36
	pageform24: 24/36
	pageform25: 25/36
	pageform26: 26/36
	pageform27: 27/36
	pageform28: 28/36
	pageform29: 29/36
	pageform30: 30/36
	pageform31: 31/36
	pageform32: 32/36
	pageform33: 33/36
	pageform34: 34/36
	pageform35: 35/36
	pageform36: 36/36


